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基金の運用状況審査意見について

地方自治法の規定に基づいて審査K付された下記の昭和 50年度日野市各会

計の決算並びK各基金の運用状況を審査した結果、つぎのとおり意見を付しま

す。

記

(地方自治法第 233条第 2項の規定に基づくもの)

1. 昭和 50年度日野市一般会計決算

2. 昭和 50年度日野市都市計画事業特別会計決算

3. 昭和 50年度目野市国民健康保険特別会計決算

4. 昭和 50年度日野市下水道事業特別会計決算

5. 昭和 50年度目野市受託水道事業特別会計決算

(地方自治法第 241条第 5項の規定に基づくもの)

1. 昭和 50年度日野市土地開発基金運用状況

2. 昭和 50年度目野市用品調達基金運用状況

3. 昭和 50年度目野市国民年金印紙調達基金運用状況
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昭和 50年度日野市一般会計及び特別会計

歳入歳出決算審査意見書

第1. 審査の概要

1 審査の対象

(1) 昭和 50年度目野市一般会計歳入歳出決算

(2) 昭和 50年度日野市都市計画事業特別会計歳入歳出決算

(3) 昭和 50年度日野市国民健康保険特別会計歳入歳出決算

(4) 昭和 50年度日野市下水道事業特別会計歳入歳出決算

(5) 昭和 50年度目野市受託水道事業特別会計歳入歳出決算

(6) 昭和 50年度各会計歳入歳出事項別明細書

t7) 昭和 50年度各会計にかかわる実質収支に関する調書

(8) 昭和 50年度財産に関する調書

2. 審査の期間

昭和 51年 9月 13日 ~ 昭和 51年 10月 30日

3. 審査の場所

日野市監査事務局

4. 審査の要領

この審査にあたっては、市長から提出された上記各会計決算書、その

他審査に付された調書類と決算に関係ある諸会計票および証書類とを照

合するとともに二予算執行の適否ならびに当年度事業の実績を確認し、

合わせて予算が地方自治法第 2条第 13項および第 14項 K明示されて

いる主旨にそって執行されているかどうかを主眼に審査したっ

第 2. 審査の結果

1. 総括

(1 ) 総合決算の概要および総括意見

昭和 50年度日野市一般会計および特別会計の歳入歳出決算の総額
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は次のとおりである。(次頁 表 1参照)

審査に付された各会計の決算書および決算付属書類は、地方自治法

ならびに関係法令 の規定K従い、会計原則 Kそって作成されているが、

一部K用語の不統ーが見られた。総括的に予算の執行状況をみると、

地方自治法および関係法令の主旨ならびに議会の議決の主旨 K従って、

おおむね適正 K執行されていることが認められた。さら K、これらの

計数Kついても関係諸帳票および証書類と照合した結果いずれも符合

し、 また出納閉鎖日(昭和 51年 5月 31日)現在Kおける昭和 50 

年度歳計剰余金と指定金融機関が発行した証書類とを照合検算した結

果、その金額は合致しており、当年度における決算を適正 K表示して

いるものと認められたっ

なお、当年度予算にかかわる主要施策その他の事業の執行状況につ

いては、低成長経済の下において年度途中で 10 %の歳出予算凍結と

いう近年にない措置があったにもかかわらず、弾力的な財政運用 Kよ

って、一部延期の止む無きに至ったほかは、当初予定した庁舎建設事

業をはじめとして、地方自治法第 2条第 13項および第 14項の規定

の主旨にそって、公共性および経済性を考慮し、おおむね所期の目的

が達成されているものと認、められた。
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表 1

hにf
一般会計

国民健康保険

特 都市計画事業

iJU 
下水道 事 業

ム~、

計 受託水道事業

メ口入 計-

総 メ口入 計

予算現 額

1 1，53 1，29 7，000 

944，004，0 00 

4 7 7，0 3 6，0 00 

80，67 1，000 

77 1，069，00 0 

2，2 72，7 80，000 

1 3，8 04，07 7，000 

昭和 50年度一般会計たよび特別会計歳入歳出決算総括表

歳 入 歳 出 歳入歳出決算額

決 算 額 構成比 執行率 決 算 額 構成比 執行率 差 ヲ| 残額

1 0，96 3，1 53，799 82.83 95.07 1 0，840，854，11 3 84.29 94.01 1 22，299，686 

9 6 7，6 7 4，72 0 7.3 1 1 0 2.5 1 8 8 0，3 2 4，5 9 7 6.85 93.25 87，350，123 

， 

4 7 7，035，604 3.60 100.00 31 6，75 1，1 6 7 2.46 66.40 1 6 0，2 8 4，4 3 7 

-ー

80，638，54 1 0.6 1 99.96 76，41 9，001 0.59 94.73 4，21 9，540 

747，284，954 5.65 96.92 7 4 7，2 8 4，9 5 4 5.81 96.92 。
2，2 7 2，6 3 3，8 1 9 1 7.1 7 99.99 2，020，779，719 15.71 88.91 2 5 1，854，1 00 

1 3，235，787，6 1 8 1 00.00 95.88 12，86 1，633，832 100.00 93.1 7 3 7 4，1 5 3，786 

'---

fダ:

(単位円・%)

継続費逓次 繰越明許費 事故繰越 翌年度へ

繰 越 額 繰 越 額 繰 越 額 繰越額

14，747，936 14，000，000 2，77 1，000 90，780，750 

。 。 。87，3 50，1 23 

。 。 。1 6 0，2 8 4，4 3 7 

。 。 。4，21 9，540 

。 。 。 。
。 。 。251，854，100 

14，747，936 1 4，000，000 2，77 1，000 3 4 2.6 3 4，8 5 0 

~ーーー
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(2) 総合決算額の推移Kついて

表 2の(1)

最近 3ヶ年間にbける財政の推移

lX 昭和 50年度 昭和 49年度 昭和 48年度

総決算額 伸び率 総 決算額 伸び率 総決算額 伸び率

歳 入

歳 出

差引残高

13，2 35，78 7，61円8 1372 % 12β89，706，85円7 131.% 5 9，650，506，71円0 100.q0 b 

12β61，633，832 138.7 1 2，32 4，58 1，8 2 7 132.9 9，2 74β49，129 100.0 

374，153，786 一 365，125，030 375，657，581 一

最近 3カ年聞における総合決算額の推移は上記表のとおりで、昭和

48年度を 100%とした場合、歳入では、昭和 49年度が 131.5%、

当年度が 137.2%でいちじるしい伸び率の低下が見られる。一方歳出

Kおいても、昭和 49年度が 132.9%、当年度が 138.7%となってお

り、経済情勢を反映して伸び率の低下が見られる。

次表は、各会計決算額による昭和 49年度と当年度との総合比較を

示したものである。
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表 2の(2)

総 括

〉と
歳 入

本 年 度 前 年 度 比較増ム滅

決算額 構成比 決算額 構成比 金 額 比率

一 般 会 言十 10，963ユ53，799 82.83 10β49，578，0 16 83.92 313，575，783 2.94 

特 別 会 言十 2272β33819 17.17 2，040，128，841 16.08 232，504，978 11.40 

国保特別会計 967，674，720 7.31 752，404，760 5.93 215，269，960 28.61 

内 都市計画特別会計 477，035β04 3.60 465，543，153 3.67 11，492，151 2.47 

訳 下水道特別会計 80β38，5 41 0.61 84，3 10ρ51 0.66 ム3β71，510 ム4.35 

受託水道事計業 747，284，954 5.65 737，870，577 5.82 9，414;3 77 1.28 
特別会

言十 13，2 35，787，618， 100.00 12β89，706β57 100.00 546β80，761 4.30 

{3} 純計額総括分析について

各会計相互間の繰入、繰出 Kかかる重複額による純計決算額状況は、

次表のとおりである。
、争

表 3

純 計 額 金応
JlVCi、h 

lX 
歳 入

本 年 度 前 年 度 比較増 6滅

決算額 A 重複額 B
純決算額 C

純決算額D 金額ccー D)比 率( A -B ) 

一 般 会 言十 10，963，153，799 01 10，963，153，799 10，649，578，0 16 31 3，5 7 5，783 2.94 

特 月iJ 会計 2，272β33β19 364，111ρ00 1，908，522β19 1，818，135β41 90，386，978 4.97 

国保特別会計 967，674，720 100ρ00ρ00 867，674，720 676，787，760 190β86，960 2820 

内 都特市別会計 画計 477，035β04 200，500ρ00 276，535604 388β32，153 ら122，296β49 ム28.88 

訳

警下特議別水畠会道霊計
80，638，541 63β11ρ00 17，027，541 14β45ρ51 2，382，490 16.27 

. 
747，284，9 54 。747，284，954 737，870，5 77 9，414，377 128 

計 13，235，787，618 364，111ρ00 12β71β76β1，8 12，467，713，857 403，962，761 3.24 
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分 析 表

歳 出 差

本年度 前 年 度 比較増A 滅
本 年 度

決 算額 構成比 決 算 額 構成比 金 額 比 率

10β408 5 4~ 13 8429 10，414262;400 8450 426，.591，713 4.10 122299β86 

2ρ20，779，719 15.71 1，910，3 19，427 15.50 11 0，460，2 9 2 5.78 251β54，1 00 

880，324597 6.85 703β341)89 5.71 1 76，490，508 25.08 87，350，123 

316，751l67 2.46 386，918β02 3.14 670l67，635 ム18.13 16 0，2 8 4，4 3 7 

76，419ρ01 0.59 81 ，695~59 0.66 ム5，276，958 ム 6.46 4，219，540 

747，284，954 5.81 737，870577 5.99 9，414377 1.28 。
12861，633β32 100.00 12324，581β27 100.00 537，0521) 05 4.36 374153，786 

括 分 析 表

歳 出

本 年 度 前年度 比較増ム滅

決算額A' 重複額B' 純CA.決1算-額BC'F ) 純決算額D' 金額CC'-D') 比率

10β40β54113 364，1111) 00 10，476，743，113 10，192，269，400 284，4 73，713 2.79 

2ρ20，779，719 。2ρ20;779，719 1，910，319，427 110(160，292 5.78 

880，324，5 97 。880，324，597 703834ρ89 1 76，490，508 25.06 

316，751，167 。316，751，167 386，918β02 ム70，167，635ム18.13

76，419，001 。 76，419，001 81，695，959 ム5，276，958ム 6.46

747，284，954 。747，284，954 737，870，577 9，414，377 1.28 

12861β33832 3 6 4~11β00 12，497，522β32 12，102，588β27 394，9 34005 3.26 

-10一
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(単位円・%)

号| 残 額

前年度 比較増A滅

235，315，616 ム113ρ15，930 

129，809，414 122ρ44686 

48，570β71 38，779，452 

78，624β51 81β59，786 

2，6141)92 lβ05，448 

。 一

365，1251) 30 9，028，756 

(単位円.需)

差引残高

本純cc年計c'度額) 
前 年 度額う純計
C D-D 

486.410，686 457，308，616 

む112，256，900 ム92，183，586

ム12β49877ム27，046329

ム40，215，563 1，913651 

ム59，391，460ム67，050，908

。 。
374，153，786 365，125，030 
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表 4

区

歳 入

歳 出

当年度の純計決算額歳入は、 12，871，6 76千円で、これを前年度の

純計決算額 12，467，713千円と比較すると、僅か 3.24%の増加となっ

ている。

なお、受託水道事業特別会計Kあっては、東京都の委託Kよる事業

であり、重複額は今後とも零 Kなり、この種の対象外Kなると考えら

れる。

(4) 総合実質収支の比較 Kついて

実質収支は形式的収支から翌年度へ繰越すべき財源を差ヲI¥，、た額で

あり、 当年度は、継続費逓次繰越額 14，747，936円、繰越明許費繰越

額 14，000，000円、事故繰越繰越額 2，771，000円、合計 31，51 8，936 

円があるので特別会計との総合的な実質収支額は 34 2，6 3 4，8 5 0円で

ある。

総合実質収支額の比較
(単位円)

昭和 50年度 昭和 49年度

分
一般会計 特別会計 メt:I入 計 一般会計 特別会計 メロ弘、 計

総 額 10s63J53799 2，272633819 13.235，787，618 10β49578p16 2040，128841 12β89，706，857 

総 額 10β40854113 2ρ20，779，719 12861β33832 10;414，2621100 1，910，319，427 12;324581827 

歳入歳 出差 引残額 122.299β86 251，854，100 374153786 235，315β16 129809，414 365125ρ30 

継続費逓次繰越額 14，747，936 。 14，747，9 36 。 。 。
翌年度へ 繰越明許費繰越額 14POOPOO 。 14POOPOO 38β42000 。 38，342ρ00 

繰越すべき

財 源 事故繰越繰越額 2，771ρ00 。 2;l71POO 。 。 。
計 31sl8，936 G 31518，936 38;342000 。 38342000 

実 質 収 支 額 (A) 90，780750 251β54JOO 342β34850 196973β16 129809，414 326.783ρ30 

実質収支額のうち地方自治法第 。 。 。 。 。 。
233穿ゆ2の規定Kよる基鎌似顔

前年度収支 額 (B) 196973β16 129809，414 32p，783ρ30 242β49892 133ρ07，689 375β57，581 

単年度収支額(Aー B) ム 106192β66， 122044β86 15851820 ム 45β76.276 ム 3J98，275 ム 48874551
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(5) 総合単年度収支について(表 4を参照)

単年度収支は、当年度実質収支額から前年度実質収支額を差ヲI¥，、た

額であり、当年度の実質収支額の中には前年度以前からの収支の累計

分が含まれ、それらの増加要素を除いて、その年度の収支を明確 Kし

ようとするもので、当年度の一般会計・特別会計の合計額(総合単年

度収支)は、前年度の 48，874，551円の赤字に対して 15，851，820円

の黒字となっている。しかし必ずしも、財政状態の好転を意味するも

のではないので、特別会計における財政収支の不均衡を是正しつつ、

激増する行政需要に対して、緊急度、必要性等、計画的かつ効率的な

財政執行がされるよう強く要望するものである。

(6) その他の主な収支 Kついて

当年度における収支については表-4のほかに、一般会計から差引

き次のよう K各基金への積立が行なわれている(各基金審査意見書参

照)

zゥr

庁舎建設基金

土地開発基金

(7) 市債の償還状況 Kついて

当年度における市債元金の償還 状況は、下記表中の 195，740千円で

22，825，956 円

22，297，169 円

あるが、このほかに市債利子、手数料等の支払額 240，673千円および

一時借入金利息の支払額 25，124千円等があり、合わせて当年度にお

ける公債費の支払総額は 461，540千円 K達し、前年度より約 50，000

千円の増加が見られる O

ワ臼T
A
 



表 5

市債の借入・償還実績表

(単位千円)

区 分 49年度末現在 50年度借入額 償50還年元度金額 50年度 末現在

総 務 債 28，000 65，000 。 9 3，000 

民 生 債 94，732 3 1，000 2，555 123，177 

衛 生 債 424，996 9，800 43，008 391，788 

土 木 債 252，956 264，400 1 7，259 500，097 

公営住宅債 120，330 。 。 1 20，33 0 

I南 防 債 47，001 。 4，201 42，800 

教 育 債 2，506，618 824，4 0 0 1 28，71 7 3，202，301 

計 3，474，633 1，19 4，600 1 95，74 0 4，473，493 

第 3. 一般会計決算審査の概要

‘ 、、

1. 歳入歳出決算額について

当年度一般会計の決算状況はつぎのとおりである。

歳 入 総 額 1 0，9 6 3，1 5 3，7 99 円

歳 出 総 額 1 0，8 4 0，8 5 4，1 1 3円

歳入歳出残額 1 22，299，686 円

翌年度へ繰越すべき財源i-次繰越額 14.747.936 円

繰越明許費繰越額 14，000，000 円

事故繰越繰越額 2，7 71，000 円

実質収支 額 90，780，750 円

なお、一般会計歳入歳出決算額 Kついて、最近 3カ年の推移はつぎの

とおりであ る。

つ、d



表 6

一般会計決算額にj示ける最近 3カ年聞の推移

昭和 50年度 昭和 49年度 昭和 48年度

f 
:i;ぺ

hぞ決 算 額 伸び率 決 算 額 伸び率 決 算 額 伸び率

歳 入 10，963，1 53，79円9 130.
72 10，649578，O15 12 6.~ 8，422，016，41? 100 

歳 出 1 0，84 0，8 5 4，11 3 132.5 1 0，4 1 4，26 2，4 0 0 127.3 8，1 79，366，5 1 9 100 

差引残額 1 22，299，6 86 2 3 5，3 1 5，6 1 6 一 24 2，6 4 9，8 9 2 一

昭和 48年度を 100% とし た場合、当年度における歳入決算額は

130.2 %歳出決算額は 13 2.59らであり、伸び率は前年度K比較 して急激

な低下が見られる つ

(歳入)

(1) 財源別比較Kついて

財源別代最近 3カ年間の推移を比較してみると、表一 7のとおりであ

る。

当年度の自主財源は全体の 64.77roで前年度より1.93%の低下がみら

れるが、おおむね安定しているといえる。

(2) 市税の収納状況について

当年度の市税収納状況は、表 8ム 1および表 8-2のとおりであるコ
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表 7

歳 入 財 源、 ~U 

下じ」と
決 算

昭和 50年 度 昭和 49年度 昭和 48年度

市 税 5，536，255，484 4，96 9，7 3 3，24 2 3，8 0 6，5 85，60 9 

分担金及び負担金 90，076，795 58，3.38，632 52，750，378 

自
使用料及び手数料 65，120，298 61，386，826 60，164，938 

主 財 産 収 入 1 9 0，5 5 7，55 1 9 23，7 8 1，45 5 26，4 6 6，61 3 

寄 付 金 68，519，000 13，809，000 11 2，6 5 3，00 0 

財
繰 越 金 235，3 1 5，6 1 6 24 2，6 4 9，8 9 2 1 33，73 2，062 

諸 収 入
源

7 4 7，41 4，988 8 3 3，8 9 6，7 2 6 6 1 3，7 4 8， 2 5 2 

繰 入 金
， ~ 

168，000，000 。 8，000，000 

計 7，1 0 1，259，7 3 2 7，1 03，595，77 3 4，8 1 4，1 0 0，8 5 2 

地 方 譲 与 税 43，625，000 35，959，000 19，922，000 

自動車取得税交付金 1 27，01 7，000 96，525，000 75，121，000 

依
地 方 x. 付 税 37 7，3 1 4，00 0 5 0 5，4 8 5，0 0 0 21 3，036，000 

存 交通安全対策特別交付金 8，068，000 6，4 4 8，0 0 0 6，708，000 

国 庫 支 出 金 1，256，103，973 1，308，075，3 1 2 825，233，292 

財
都 支 出 金 855，1 66，094 96 1，1 89，931 1，639，795，267 

市 債
源、

1，194，600，000 632，300，000 8 2 8，1 0 0，0 00 

計 3，86.1，894，067 3，5 4 5，9 8 2，2 4 3 3，60 7，9 1 5，55 9 
. 

歳 入 メ口入 計 10，963，153，799 1 0，6 4 9，5 7 8，0 1 6 8，422，0 1 6，411 
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. 

年 度 比 較

(単位 円.%) 
ー

額 構 成 比 率 す 勢 比 率

対 49年度増ム減額 昭和50年度昭和4~年度 昭和48年度 昭和50年度 昭和49年度 昭和48年度

5 6 6，5 2 2，24 2 50.50 46.67 45.20 1 45.4 4 130.56 100.00 

3 1，738，1 63 0.82 0.55 0.63 1 7 0.76 11 0.59 1 00.00 

3，733，472 0.59 0.58 0.71 1 08.24 102.03 1 00.00 

ム73 3，2 2 3，9 0 4 1.74 8.67 0.3 1 7 1 9.99 3，4 90.3 7 1 00.00 

54，710，000 0.62 0.1 2 1.34 60.82 12.26 100.00 

ム 7，334，276 2.15 2.28 1.59 1 75.96 181.44 100.00 

」
ム86，48 1，738 6.8 2 7.8 3 7.2 9 121.78 1 35.87 1 00.00 

168，00 0，000 1.53 0.09 2，100.00 一 100.00 

4 

ム 2，336，041 64.77 66.70 5 7~ 1 6 1 47.51 147.56 100.00 

7，66 6，000 0.4 0 0.33 0.2 4 21 8.98 1 80.50 1 00.00 

30，492，000 1.1 6 0.91 0.8 9 169.08 128.49 1 00.00 

ム12 8， 1 7 1，0 0 0 3.44 4.75 2.53 1 77.1 1 237.28 1 00.00 

1，620，000 0.07 0.06 0.0 8 120.27 96.12 100.00 
ー

ム 51，97 1，339 11.46 12.28 9.80 1 52.21 158.5 1 100.00 

4 

ム106，023，837 7.80 9.03 19.47 52.15 58.62 1 00.00 

ー
5 6 2，300，0 00 1 0.90 5.94 9.83 144.26 76.36 1 00.00 

315，911，824 35.23 33.30 42.84 1 07.04 98.28 1 00.00 

31 3，57 5，7 83 1 00.00 1 0 0.00 100.00 130.1 7 1 26.4 5 1 00.00 

'グル
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表 8-1 

市 税 税 目 ilU 

よご(
昭和 5 0 年度

収入済額 収 入 率
調定額 (A) 収入済額 (B) 告JX100 構成 比

市 民 手見 2，820，074，096 2，749，133，064 49.66 97.4 8 

固 定 資 産 税 2，063，903，002 1，99 9，524，86 2 36.12 96.88 

軽 自 動 車税 18，089，048 1 5，838，220 0.28 87.56 

市たばこ消 費 税 2 1 8，0 3 4，0 4 0 2 1 8，0 3 4，0 4 0 3.94 100.00 

'ヨ屯き 気 税 1 5 8，3 2 8，5 7 3 1 5 8，3 2 8， 5 7 3 2.86 100.00 

ガ ス 税 1 6，800，936 1 6，800，936 . 0.30 1 00.00 

特 別土地保 有税 46，360，080 46，360，080 0.84 1 00.00 

都市 計画 税 34 3，542，230 3 3 2，2 3 5，7 0 9 6.00 96.71 

メ口入 計 5，685，132，005 5，5 3 6，2 5 5，4 8 4 100.00 97.38 

、・
当年度の市税収納状況は調定額に対し 97.38%の徴収率を示してい

る。

表 8-2

現年度 ・ 滞納

昭和 5 0 年度

区 分 収入済額 収 入 率
調定額(A) 収入済額 (B) 出XI00構成比

現 年 度 5，563，083，26 1 5，4 5 3，9 8 8，4 3 9 98.51 98.04 

滞 納 繰 走盛 1 22，048，744 82;267，045 1.49 67.41 
」

A 口 計 5，685，1 32.0 05 5，53.6，255，484 1 00.00 97.38 
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Jグ:

年 度 比 較

(単位円・%)

昭和 4 9 年度 対前年度比較

収入済額 収入率 増ム減額(E) 増ム滅比率
調定額 (C) 収入済額 (D) 場X100 出 X100構成比 ( B)一 (D)

2，63 0，249，204 2，55 1，703，66 4 51.34 97.01 1 97，4 2 9，4 0 0 7.74 

1，6 7 0，073，0 3 1 1，633，986，755 32.88 97.84 3 65，538，1 07 22.37 

19，1 09，4 2 3 16，630，925 0.33 87.03 ム 792，705 ム4.77

209，88 3，730 209，88 3，730 4.22 1 00.00 8，15 0，3 1 0 3.88 

1 64，1 57，9 32 164，157，932 3.31 100.00 ム 5，829，359 ム3.55

25，474，721 25，474，721 0.5 1 100.00 ム 8，673，785 ム34.05

58，496，910 58，496，910 1.18 1 00.00 ム12，136，830 ム20.75

3 1 6，5 9 6，2 6 1 3 0 9，3 9 8， 6 0 5 6.23 97.73 22，837，104 7.38 

5，094，04 1，2 1 2 4，9 69，733，242 1 00.00 97.56 5 6 6，5 2 2，2 4 2 11.40 

繰越別比較表

(単位円・%)

昭和 4 9 年度 対前年度比較

収入済額 収入率 増ム減額 (E) 増ム滅比率
調定額 (C) 収入済額 (D)

i(EC旦)ハX100 部X100 構成~比 ( B)一(D)

5，0 1 8，8 4 7，7 1 3 4，91 8，323，86 5 98.97 97.99 535，664，574 10.89 

75，193，4 9 9 51，409，377 1.03 68.36 30，857，668 60.02 

5，094，0 4 1，2 1 2 4，9 6 9，7 3 3，2 4 2 1 00.00 97.56 566，522，242 11.40 
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市税の当年度徴収率を税目別にみると、固定資産税、都市計画税で

は前年度よりやや下回っているが、市民税、軽自動車税では逆に上回

り、全体では、ほぼ変わらない徴収率を示している。これは現在の社

会経済情勢の中で、担当者の努力を多とするものであるが、更に一層

の成果を期待するものである。

(3) 歳入状況について

当年度 Vておける歳入状況は表 -9のとおりである。

(4) 不納欠損について

市税 の不納欠損の内訳は次表-1 0のとおりである。

表 10 

軽自動車 税

都市計画税

計

市税不納欠損額内訳

(単位円・%)

18~~ 1項目条の悌~Ð抑制項| 計 」比率

側
784

1 金額件数|金炉開金額件数金額

1568887117326439 19720 0 9562β叫 859174.52 

2091 377，2321 361 98，6841 01 01 2451 475，9161 17.73 

66 87，870 16 26，760 。 。82 114，630 4.27 

209 74，028 36 19，366 。 。245 93，394 3.48 

1，268 2，1 08，01 7 260 011，528 2β84，799 100.00 

(注) 地方税法第 18条第 1項…・・・法定期限の翌日から起算して 5年間行使

(滞納処分)しない場合、徴収権は時効

Kより消滅するO

第 15条の 7第 4項…・・・滞納処分の執行を停止した徴収金を納付

.する義務は執行停止が3年間継続したと

き消滅するの
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市税の不納欠損額は 2，684千円であるが、これを前年度の 2，100千

円と比較すると 584千円の増加となっている。処分Vてついては、いず

れも適法なものであり、止むを得ない理由によるものであると認めら

れた。

なお、不納欠損の前提となる市税の滞納繰越分の収納状況は 67.49ら

であり、 26市平均の 52.3%を大きく上回っているが、更に一段の努

力を払われたし、。

2. 歳入状況について

交付金および交付税等

自動車重量譲与税法 K基づく地方譲与税をはじめ、 国および都から受

ける交付金および交付税等の当年度歳入決算額は 556，024千円で、前年

度 K比較すると 88，393千円の減少となっている O この主な原因は地方

交付税の減少によるも のであり、その額は 128，171千円にな ってい る。

これは前年度の基準財政需要額 3，844，131千円が、当年度では

4，323，512千円に、また基準財政収入額が、前年度 3，358，762千円から

3，9 66，266千円 K決定されたことと、当年度国税 3法の収入の落ち込み

が予想されたことから、昭和 50年度特例法 に基づく地方債に、その減少

分が任せられたことによるものである。
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表 -9

款別歳入状況

)fL 
昭 :拘 5 0 年 度

予算額(A) 調定額侶) 収入済額 (C) 収入未済額

1.市 税 5，5 4 1，9 7 3，0 0 0 5，685，132，005 5，5 3 6，2 5 5，4 8 4 148，6 00，4 4 6 

2.地方譲与税 44，514，000 43，625，000 43，625，000 。
3・交自動車付取得金税 123，647，000 1 27，0 1 7，000 1 27，01 7，000 。
4.地方交付税 3 7 7，3 1 4，00 0 3 77，31 4，000 377，31 4，000 。
5・特交通別安交全付対策金 8，068，000 8，068，000 8，068，000 。
6.分担金及び負担金 88，846，000 90，624，795 90，076，795 480，000 

7.使用料及び手数料 64，872，000 65，500，958 65，1 20，298 397，940 

8.国庫支出 金 1，3 2 3，3 1 7，0 0 0 1，25 6，1 03，9 73 1，256，103，973 。
9.都 支 出 金 857，595，000 855，1 66，0 9 4 855，166，094 。
10.財 産 収 入 1 90，2 4 9，00 0 1 9 0，55 7，5 5 1 1 9 0，55 7，55 1 。
11.寄 付 金 68，51 9，000 68，51 9，000 68，51 9，000 。
12.繰 越 金 235，31 5，000 235，31 5，6 1 6 2 3 5，3 1 5，6 1 6 。

-
13.諸 収 入 727，468，000 747.41 4.9.88 7 4 7，4 1 4，9 8 8 。
14.市 債 1，711，600，000 1，1 94，600，000 1，1 94，600，000 。
15.繰 入 金 1 6 8，0 00，0 0 0 1 6 8，00 0，0 0 0 1 6 8， 0 0 0，0 0 0 。

メ口入 計 1 1，53 1;297，00.0 11，11 2，9 5 8.98 0 ~ 0，9 6 3，1 53，7 9 9 1 4 9，4 78，3 8 6 
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年 度別比較表

(単位円・%)

予 算額 調定 額 昭和49年度 対 49年度比較

対比 対比 増 ム減額侶)

æ~X1 00 不納欠損額 構成比 ~X 1 00 ((0 B) ×100 収入済額の) (C) 一 む)

I 2，684，799 50.50 99.90 97.38 4，969，733，242 5 6 6，5 2 2，2 4 2 11.40 

。 0.40 98.00 10 O. 00 35，959，000 7，666，000 21.32 

。 1.1 6 102.73 1 00.00 96，525，000 30，4 9 2，000 

ム23一51一.35一一96寸。 3.4 4 100.00 100.00 505，485，000 ム12 8， 1 7 1，0 0 0 

。 0.07 100.00 1 00.00 6，448，000 1，620，000 25.12 

68，000 0.82 1 01.39 99.4 0 58，33 8，632 3 1，738，1 63 54.4 0 

。 0.59 1 00.38 99.4 0 61，386，826 3，733，472 6.08 

。11.46 94.92 1 00.00 1，3 08，075，31 2 ム51，971，33 9 ム3.97

。 7.8 0 99.72 100.00 9 6 1，1 8 9，9 3 1 ム106，023，83 7 ム11.03

。 1.74 100.16 100.00 923，78 1，455 ム73 3，2 2 3，9 0 4 ム79.37

。 0.62 100.00 100.00 13，809，000 54，710，000 396.1 9 

。 2.1 5 100.00 100.00 24 2，649，892 ム7，334，276 ム3.02

。 6.82 102.74 100.00 8 3 3，8 9 6，7 2 6 ム 86，481，738 10.37 

。10.90 69.79 100.00 6 3 2，30 0，0 00 5 6 2，3 0 0，0 00 88.93 

。 1.53 100.00 100.00 。1 6 8，0 0 0，0 0 0 一

2，752，799 100.00 95.07 98.65 1 0，6 4 9，5 7 8，0 1 6 3 1 3，57 5，7 83 2.94 

。，
，“

q
L
 



分担金および負担金

当年度の分担金および負担金の歳入決算総額は 90，076千円で、前年

度より 31，738千円の増加となっている。内訳では、民生費負担金のう

ち児童措置費負担金で 2，351千円の増加、老人措置費負担金で 123千円

の減少、精神薄弱者負担金で 60千円の減少のほか、土木費負担金 で道

路損傷負担金が 73千円が増加し、新たK道路整備費負担金として

16，337千円、橋梁架設負担金として 13，160千円が交付された。

使用料および手数料

当年度の使用料および手数料の歳入決算総額は 65，120千円である。

前年度と比較して 3，733千円の増加であり、使用料で 2，539千円、手数

料で 1，194千円とな って いる。内訳でみると、衛生手数料および衛生使

用料が減少しているほかは、それぞれ僅かながら増加している。

国・都支出金

国庫支出金の当年度歳入決算総額は 1，256，103千円で、 これは前年度

と比較して 51，9 72千円の減少となっている。

その内訳を示すと次のとおりである。

区 分 昭和 50年度決算額 昭和49年度決算額 対49年度比較増訓戒額

負 担 金 7 9 3，2 9 3，5 1 ~ 64 1，03 1，8 9~ 1 52，26 1，6 2 ~ 
補 助 金 441，979，831 651，137，394 ム209，157，563

委 託 金 20，830，625 15，906，027 4，924，598 

計 1，256，103，973 1，3 08，0 75，31 2 ム51，971，339 

当年度国庫負担金のうち、社会福祉費負担金は前年度K比べて 38，150

千円(3.4 % )、児童福祉費負担金は 79，942千円(56.5 %)、生活保護費

負担金 32，708千円(8.7 % )、 義務教育教材費負担金は 1，463千円

( 1 8.19ら)それぞれ増加しているがJ特K児童福祉費負担金の中 Kは、

百草台保育所新築に伴・う国庫負担金 25，018千円が含まれている。
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一方、総務費国庫補助金は前年度 11，488千円 K対して 79，518千円、

土木費補助金は 19，7 27千円 K対して 63，673千円と大幅 K増加したが、

教育費補助金は逆に前年度 619，922千円 K対して、当年度は 298，788 

千円に減少した。これは総務費国庫補助金Kあっては庁舎防音工事費、

土木費国庫補助金にあっては、公園費補助金、特定交通安全施設整備事

業費補助金が新た代交付されたことによるものであり、教育費補助金の

減少は、小中学校新設工事等の補助対象事業が前年度より減少したこと

によるものである。

都支出金の当年度歳入決算額は 855，166千円 で 前年度 K比較する

と、当年度も引き続き 106，023千円の減少となっている。

歳入状況は次のとおりである。

区 分 昭和 50年度決算額 昭和 49年度決算額 対49年度比較増今減額

負 金 1 73，740，0 1 ~ 2 7 6，6 5 0，5 9 ~ ム102，91 0，5 8~ 
補 助 金 55 1，55 6，689 5 7 5，0 0 8，4 6 9 ム23，451，780 

委 託 金 1 29，8 69，3 9 0 1 09，530，86 4 20，338，526 

計 8 5 5，1 6 6，0 9 4 96 1，1 89，931 ム10 6，0 2 3，8 3 7 
」 一一一

都負担金が減少したのは、主として当年度は小学校費負担金がなかっ

たことによるものである。

財産収入・寄付金

財産収入の歳入決算額は 190，55' 7千円となっている。主なものは利子

及び配当金の 35，710千円と、土地売払収入の 15 1，644千円である。土

地売払については l 、ずれも随意契約Kより、おおむね適法K処分され

ていると認められた。

寄付金による収入は、市の開発行為指導要項に基づく行政協力費寄付

金のほかに、図書購入費として 100千円の一般寄付金があった。

繰越金・諸収入

繰越金の決算額は 235，315千円である。また諸収入の決算額は
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. 

747，414千円で、前年度の 833，896千円 K比較すると 86，482千円の

減少となっている O 内訳をみると 収益事業収入Kおいては前年度の

525，889千円 K対して 当年度は 498，379千円で 27，510千円の減少を

示し、特K競輪事業収入は、伸び悩みの傾向 tてあることが注目される。

受託事業収入については 当年度は新坂下排水路設置工事ほか 5件 K

かかわる道路事業受託収入 139，348千円の増加が特に目立っている。

市債

本年度における市債総額は 1，194，600千円で、前年度 632，300千円

と比較して 562，300千円の増加となっている。借入構成比では依然とし

て教育債が 69.0%と高く、ついで土木債が 22.1%となっている。

なお、本年度における市債発行現在高 Kついてみると、次表K示すと

おり 4，473，4 85千円 K達しており、建設事業等の財源のかなりの部分を

起債に求めている現状では、止むを得ないものであるにしても、多額な

市債の発行は、財政硬直化の一因となること K留意を要するところであ

る。

市債発行額状況表

(単位千円)

昭和4鮪妹 昭和 50年度の増減 昭和5咋度末
区 分

現 在 局 発 行 額 償還元金額 現 在 品

総 務 債 28，000 65，000 。 93，000 

民 生 債 94，650 31，000 2，555 123，095 

衛 生 費 424，759 9，800 43，009 39 1，55 0 

土 木 債 375，073 264，400 1 7，260 622，21 3 

I自 防 債 47，055 。 4，202 42，853 

教 ニ円ts; 債 2，505，092 824，40σ 128，718 3，200，774 

メ口与、 計 3，47 4，629・ 1，1 94，600 195，744 4，473，485 
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(歳出〉

3. 歳出状況について

(1) 歳出決算額における前年度との比較について

歳出決算額における前年度との比較は表-11のとおりである。歳

出決算額の執行率は 94.01%で、前年度と比較して 3.38%低下してい

る。この低下の主原因は、継続費逓次繰越額 329，366千円、繰越明

許費繰越額 280，000千円、事故繰越額 2，771千円、合計 61 2，1 3 7千円

が翌年度に繰越されたことによるものである。

また、前年度に比較して増加の目立つ費目は民生費、土木費であり、

減少している費目は総務費、教育費である O
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表-11 

款別歳出状況

¥款¥Bj 区~分 ー

昭 和 5 0 年 度

予 算 額 決 算 額 執 行率
決算 額

構成比

1. 議 よτ広~ 費 1 34，57 1，00 0 1 3 3，982，9 3 7 99.56 1.23 

2. 総 務 費 2，4 7 0，8 2 2，0 0 0 2，1 2 6，4 4 8，4 9 0 86.06 19.62 

3. 民 生 費 2，392，465，000 2，3 7 8，1 0 0，0 3 3 99.40 21.94 

4. 衛 牛 費 1，0 7 7，6 2 3，0 00 1，07 3，830，73 0 99.65 9.91 

5. 労 働 費 1 9，1 27，000 18，951，109 99.08 0.1 7 

6. 農 業 費 80，959，000 79，55 5，9 1 3 98.27 0.73 j 

7. 商 工 費 58，049，000 57，392，509 98.87 0.52 

8. 土 木 費 1，310，262，000 1，303，704，596 99.50 12.03 

9. I自 防 費 272，909，000 2 7 0，5 5 8，5 6 3 99.14 2.50 
a 

10. 教 育 費 3，250，072，000 2，936，789，398 90.36 27.09 

11. 公 債 費 46 1，8 7 9，00 0 46 1，53 9，835 99.93 4.26 
J 

12. 予 備 費 2，55 9，000 。 一

ム口、 計 1 1， 5 3 1，2 9 7，0 0 0 -1 0，8 4 0，8 5 4，1 1 3 94.01 1 00.00 

ヴ
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年度比較表

(単位円・%)

昭和 4 9 年度 対 49年度比較
『

予 算 額 決 算 額 執行率
決算額

決算額増ム減額
決算額

構成比 増今滅比率
ー

1 1 4，0 7 8，0 0 0 11 3，31 9，718 99.34 1.09 20，66 3，21 9 18.23 

2，290，507，000 2，276，253，524 99.38 21.86 ム14 9，8 0 5，0 3 4 ム6.58 

2，069，5 96，000 2，053，191，905 99.21 19.72 3 2 4，9 0 8，1 2 8 15.82 
】

1，119，594，000 1，103，065，328 98.52 10.59 ム29，234，598 ム2.65 
」

20，248，000 19，864，586 98.11 0.19 ム 913，477 ム4.60 
寸

73，243，000 70，867，212 96.76 0.68 8，688，701 12.26 
ー・

53，148，000 5 2，9 ，0 4，2 4 0 99.54 0.51 4，488，269' 8.4 8 
寸

1，118，682，000 9 64，5 1 9，99 7 86.22 9.26 3 3 9，1 8 4，5 9 9 35.1 7 

269，007，000 2 65，9 06，5 6 5 98.85 2.5 5 4，651，998 1.75 

3，099，07 0，000 3，0 8 2，6 9 8，4 1 2 99.4 7 29.60 ム145，9 09，01 4 ム4.73

4 1 2，97 5，000 41 1，6 7 0，9 1 3 99.68 3.95 49，868，922 1 2.11 

、a

53，270，000 。 一 。
1 0，6 9 3，4 1 8，00 0 1 0，4 1 4，2 6 2，4 0 0 97.39 1 00.00 4 2 6，5 9 1，7 1 3 4.1 0 
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(2) 性質別の歳出決算額比較Kついて

支出の性質別における前年度との比較は、表- 12 のとおりである O

表 12

性質別歳出決算額年度比較

(単位千円・婦)

昭和 50年度 昭和 49年度 対49年度増ム減

決算額 構成比 決 算 額 構成比 決算 額 比率

消費的経費 6.801.045 62.74 6.056.568 58.1 6 744，477 12.29 

人 件 費 3.226.467 29.76 2.861，911 27.48 364.556 12.74 

内 物 件 費 1，4 12，3 57 13.04 1，141，224 10.96 271，133 23.76 

維 持 補修費 77，486 0.71 132，336 1.27 /::;.54，850 ム41.45

訳 扶 助 費 1，239，240 11.43 997，554 9.58 241，686 24.23 

補 助 費 845.495 7.80 923，543 8.87 ム78，048 ム8.45 

投資的経費 2，870，798 26.48 3.453，072 33.16 ム582，274 ム16.86

内

訳

ノJ司A、-

繰

そ

普 通 建設費 2.862，1 92 26.40 3.443，4 05 33.06 ム581，213 ム16.88

災害復旧事業費 8.606 0.08 8.860 0.09 ム 254 ム 2.87

失業対策事業費 。 807 0.01 ム 807 ム100.00

えロh 

債 費 461，5 13 4.26 4 1 1，658 3.95 49.855 12.1 1 

出 金 438.782 4.04 252.109 2.42 186，673 74.04 

の 他 268.716 2.48 240，855 2.31 27.861 11.57 

言十 10，840，854 100.00 10，4 1 4，262 100.00 426.592 4.10 
ー司司自-'--

当年度の消費的経費は、決算額において 62.74%、投資的経費 Kお

いて 26.48%の数値を示している。これを前年度の構成比と比較する

と、消費的経費については 4.58%の増加となり、投資的経費にあって

は 6;68%の減少となっている。

繰出金についてみると、前年度 252，109千円 K対して当年度は

438，782千円と増加しているが、 その主なものは、都市計画事業特別

会計への繰出金 123，789千円と.土地開発基金積立金繰出金 51，523

千円の増加 Kよるものである。
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議会費

議会費の当年度歳出決算額は 13 3，9 8 2，9 3 7円執行率 99.56%であ

り、前年度決算額の 11 3，31 9，7 1 8円執行率 99.34%と比較すると

20，66 3，21 9円の増加となっている。これは、ほとんど報酬、給料等

の人件費の増加によるものである。

総務費

総務費の当年度歳出決算額は、 2，12 6，4 4 8，4 9 0円で執行率は 86.06

%である。 これを前年度決算額の 2，276，2 5 3，5 2 4円、 99.34%と比較

すると、 14 9，8 05，0 3 4円の減少となっている。本款における予算執

行の中で主な事業は、新庁舎建設工事等 416，523千円、庁舎建設基金

積立金 150，000千円‘ 幼児教育関係補助事業 102，401千円等であ

る。

なお総務費は、市行政全般を対象とする事務的経費が主となり、そ

の内訳は次のとおりである。

人 件 費 987，167 千円

物 イ牛 費 269，258 千円

補助費等 1 63，607千円

工事関係費 450，849 千円

積 斗L 金 1 8 1， 744 千円

繰 出 金 7 3， 821 千円

民生費

民生費の当年度歳出決算額は‘ 2，37 8， 1 0 0，0 3 3円執行率 99.40 %で

前年度決算額の 2，05 3，1 9 1，9 05円と比較すると、 32 4，9 0 8， 1 2 8円の大

幅な増加となっている O

民生費の約 50%を占める扶助費の支出について、その内訳をみると

次のとおりである。

費

費

費

護

祉

祉

保

福

福

活

童

人

生

児

老

523，165 千円

367，11' 5 千円

246，804 千円
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精神薄弱者福祉費

身体障害者福祉費

社会福祉総務費

28，462千円

32，548千円

253千円

このほか高幡地区 セ ンタ 一新築 工事費 8，100千 円、 百草台保育園新

築 工事費 21，328千円等 、おおむね予定 された事業が執行 された もの

と認めら れる。 また国民健康保険特別会計への繰出金 100，000千円の

支 出が行なわれて いる。

衛生費

衛生費 Kおけ る当年度歳 出決算額は、 1，07 3，8 3 0，7 3 0円執行率

99.65%で、前年度 の 1，103，065，32 8円と比べて 29，234，598円の減

少となっている。減少の主な理由は、水道事業が都への一元化 に伴ぃ、

上水道整備費 の支出がなくなったためである。

本款 の主な る執行経費は、清掃費(6 1.6 ~ら) であり項別執行状況は、

つぎのとおりである。

保健衛生費 1 77，1 67千円

清 掃 費 661，883千円

病院費 234，780千円

なお病院関係Kついてみると、病院運営費補助として 234，780千円

が交付され、病院運営事業の欠損補てんとなっているが、前年度と比

較して 3，944千円の減少である。

労働費

労働費の予算額は 19，127，000円で、決算額は 18;951，109円とな

り、予算執行率は 99.08%である。これを前年度の 19，864，586円と

比較すると、 913，477円の減少となっている。

農業費・商工費

農業費の当年度歳出決算額は、 79，55 5，91 3円執行率 98.27 ~らであ

る。 これを前年度決算額の 70，867，212円と比較すると、 8，688，701

円の増加となっている。本年度は、近郊農業への政策転換の一環とし
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て行われている生産緑地奨励金 25，708千円および、生産緑地保全育

成事業補助金 9，330千円等が支出されている が、農業行政 については、

現実 K即応、した執行体制 の整備について検討された L、。

商工費の当年度歳出決算額は、 57，392，509円執行率 98.87%で、

前年度より 4，488，269円の増加となっている。これは、当年度より消

費生活対策費 3，296円が新設されたことによるものである。

土 木 費

土木費予算額は 1，310，26 2，000円で、 これに対する決算額は、

1，303，704，596円となり、予算執行率は 99.50%である。これを前年

度 と比較すると、 33 9，1 8 4，5 9 9円と大幅な増加となっている。

本款の決算状況を各項別にみると 、次表のとおりである。

項 目 5JU 決昭和 5算0年度額 民和賞年義 差引増ム減額

土木管 理 費 .98.4 5 3 千円 33，788 千円 64，665 千円

道路橋梁費 381，861 495，022 ム113，1 6 1 

都市計 画 費 496，748 371，1 66 1 25.582 

住 F古..... 費 1 34，958 64，542 70，416 

河 j 11 費 1 91，682 。 1 9 1，682 

このうち土木管理費は、人件費を主とした経常的な費用である。道

路橋梁費 Kついては、主として側溝補修ならびに道路の舗装補修等K

49，426千円、道路改修、新設および舗装新設、倶，Ij溝新設等 VC130，143

千円支出され℃いる。街路灯関係費も年々増加し、当年度は 33，784

千円に達している。なお本年度より、道路橋梁費を分割して河川費が

新設された。

都市計画費については、神明上区画整理事業K伴なう繰出金200，500

千円が主たるものであり、住宅費では、市営高幡住宅(仮称 )建設工

事費 125，720千円が支出されている。
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消防費

消防費の当年度歳出決算額は、 2 7 0，5 5 8，5 6 3 円予算に対する執行

率は 99.14%である。これを前年度の歳出決算額 26 5，9 0 6，5 6 5円と

比較すると、 4，651，998円の増加である。

本年度常備消防に関する委託料は、 205，053千円で、前年度に比べ

ると 14，667千円の増加となっている。一方、非常備消防費について

も3，833千円の増加であり、年次計画により施設整備が行われている。

本年度は小型動力ポンプ積載車 4台分 5，400千 円、および消防自動車

車庫建設費 2，344千円の支出があった。また防火施設として、市内消

火栓設置負担金 15，860千円、防火貯水槽設置工事費 2，610千円等の

事業が行われ、適正な予算執行がなされているものと認められる。

教 育 費

教育費の当年度歳出決算額は、 2，93 6，78 9，3 98 円で執行率は 90.36

%である。前年度の歳出決算額 3，08 2，6 9 8，4 1 2円と比較すると、

1 4 5，909，01 4円の減額となっている。

本款の決算状況を各項別にみると、次表のとおりである。

項 目 5JU 長和百年寄 決昭和 4算9年度額 差引増ム減額

教育総務費 11 7，61 2 千円 95，895 千円 21，71 7 干円

小学校費 1，86 1，406 1，799，406 62，000 

中 学校費 493，386 7 22，1 66 ム228，780

幼稚園費 169，854 230，992 ム 61，138

社会教育費 229.136 1 7 1，23 7 57，899 

保健 体育費 65，393 62，998 2，395 

メ口入 計 2，936，787 3，082，694 
ム14…j二

つぎ K本款の主な事業 Kついてみると、小学校費では第 15小学校

(仮称)用地買収費 632，691千円、および校舎新築費 124，278 千円
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をはじめ第 3小学校・百草台小学校の増築、第 4小学校・平山小学校

の給食室の増改築など併行防音工事費 を合わせて総額 976，931千円が

支出されている。

中学校費については、七生中学校・第 1中学校・第 2中学校の増築

工事等 226，095千円に及ぶ事業が行われた。

つぎK幼稚園費についてみると、第 6幼稚園(工事費 9，857千円)

が新設され、さらに 第 1幼稚園の増築工事 (工事費 36，315千円)が

行われ幼児教育の振興が期待される。

社会教育費・保健体育費については、当年度の決算額は前年度 K比

較して、それぞれ 57，899千円、 2，395千円の増加になって いる。

以上、教育費全般の主な事項について述べたが各項目とも、おおむ

ね適正な事務手続に よ り執行されているものと認められる。

なお、教育費の今後の課題 とし て展望すると、義務教育施設の新設

はさらに続くものと予測されるが、人口構成 ・増加の状況等を十分検

討の上、 諸施設の整備拡充については、計画的な配慮のもと K、よ り

以上の努力を関係者に望むものである。

公債費・予備費

公債費の当年度決算額は、 461，539，835円(執行率 99.93% )で 、

前年度 K比べ 49，868，922円の増加となっている。公債費が歳出総額

K 占める割合は 4.26~らで、前年度( 3.95%)より 0.31%増加している。

予備費の当年度における決算状況はつぎのとおりである。

議決予算額 28，133，000 円

充当額 25，574，000 円

予算現額 2，559，000 円

予備費の充当状況Kついては、表-13VC示すとおり 25件 25，574

千円であるが、これは前年度の 21件 45，213千円と比べて、金額に

おいて 19，639千円の減少となっている。
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表 13 

予備 費 充 当 状況

( 款別 ) (単位円・%)

科 目 支出済額(A) 充当額 (B) 件数 器X100

1. 議 よコ三』三. 費 1 3 3，9 8 2，9 3 7 。。 一

2. 総 務 費 2，1 2 6，4 4 8，4 9 0 6，865，000 z 0.32 

3. 民 生 費 2，3 7 8， 1 0 0，0 3 3 。。
4. 衛 生 費 1，073，830，730 。。
5. 労 働 費 18，95 1，1 09 186，000 1 0.98 

6. 農 業 費 79，55 5，91 3 。。 一

7. 商 工 費 57，392，509 2，297，000 3 4.00 

8. 土 木 費 1，303，7 04，596 4，631，000 8 0.3 6 

9. I自 防 費 270，5 58，563 11，595，000 6 4.29 

10. 教 育 費 2，936，789，398 。。 一

11. 公 債 費 46 1，539，83 5 。。
メ口k 計 1 0，8 4 0，8 5 4，11 3 25，574，000 0.24 

(節別 )

科 目 支出済額 凶 充当額(副 件数 器刈00

2. 給 料 1，5 1 9，2 0 8， 3 6 1 3，156，000 2 0.2 1 

3. 職 貝1=1 手 当等 1，400，96 1，634 937，000 2 0.0 7 

4. 共 済 費 1 9 8，7 3 1，4 3 5 135，000 2 0.0 7 

7. 賃 金 59，601，683 1，353，000 2 2.2 7 

8. 報 償 費 11 8，1 0 0，0 3 5 2，673，000 4 2.26 

11. 需 用 費 530，894，445 372，000 2 0.0 7 

15. 工事請 負 費 1，697，8 55，6 1 8 3，834，000 2 0.23 

16. 原 キオ 料 費 9，454，208 ，232，000 1 2.4 5 

1 7. 公有 財産購入費 787，41 3，733 4，901，000 1 0.62 

1 9. 負担金補助及び交付金 5 5 7，2 3 4，7 4 9 186，000 1 0.03 

22. 補償補填及び賠償金 2，748，053 1，788，000 3 65.06 

23. 償還金利子及。害IJ号|料 499，91 3，044- 5，997，000 2 1.20 

24. 投 資及び 出 資 金 35，127，250 1 0，000 1 0.03 

メ口入 計 7，4 1 7，244，24 8 25，574，000 25 0.3 4 
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4. 予算の流用について

予算の流用は、 39件 18，438千円で前年度 (36件 18，601千円)~ 

比較して、金額では僅かながら減少している。事務手続については、お

おむね適正な予算執行がな されて いる ものと認められた。

流用状況については、次表のとおりである。

予算の流用状況

(単位円)

節 JJU 金 額 件数 節 JJU 金 額 件数

報 酬 カミ ら 234，000 1 給 料 .r...... 9，491，000 4 

給 料 七、 ら 5，77 1，000 3 職員手当等へ 4，075，000 3 

職員手当等から 8，67 1，000 6 共 済 費 .r...... 41 2，000 3 

共済費から 379，000 1 賃 金 .r...... 71 0，000 4 

報償費から 128，000 2 報 償 費 .r...... 10，000 1 

旅 費 か ら 33 4，000 5 旅 費 .r...... 99，000 8 

需用費から 1，77 4，000 11 需 用 費 ""、 1，87 1，000 4 

役務費から 248，000 3 役 務 費 .r...... 44，000 3 

委託料から 433，000 4 委 託 料 .r...... 27，000 1 

備品購入費から 60，000 1 賃使用借料料及へび 1 7，000 2 

交負担付金金補助か及びら 387，000 1 工事 請負費 へ 128.000 1 

割償還ヲ金|料利子か及びら 1 9，000 1 交負担金付補助金及びへ 1，288，000 3 

可.

扶 助 費 .r...... 16，000 1 

貸 付 金 .r...... 250，000 1 

A口、 計 18，438，000 39 メ口入 計- 18，438，000 39 
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5. 是正・改善を要する事項

決算審査は、できるだけ早い時期K完了し、その結果を翌年度の予算

編成 K反映することに大きな意義があるが、そのためには十分な審査期

間と、完全な決算資料 の提出が望まれる。しかしながら今回提出された

昭和 50年度決算書は、一部 K誤字や用語の不適切、不統ーが目立ち.

審査 K当 つては、監査委員 がまず最初に校正的な作業をしなければなら

ない状態にあ った ことは遺憾であった。

決算軽視の風潮があるとは思わないが、、 は既往の事実の審査

であるからという 考えがもし も関係者の関 K、いささかでもありとする

ならば、それは大きな誤り であり、 正さなければならない。

なお、提出時期についても、今後の努力を期待すると共に審査し易い

決算書および資料の作成について関係各位の 一層 の努力を切望するもの

である。

予備費の充当・予算の流用 Kついては、いずれも予算上の行政執行を

便ならしめるために認められた手段であり、本年度についても事務手続

上は、おおむね適正に支出されている。しかしながら、これらの支出に

ついては最少限にとどめるのが好ましいのはいうまでもなく、安易な予

備費の充当および予算の流用は厳に戒めなければならなし、。その意味で

必ずしも適正なものであるとはいえない面も見受けられたので、今後は

さらに慎重を期するよう要望するものである。
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第4. 特別会計

1. 国民健康保険特別会計

(1) 歳入歳出決算額について

本年度 Kおける哉入歳出決算額は次のとおりである。

歳入決算額 96 7，67 4，7 20円 (予算現額比 102.51婦)

歳出決算額 8 8 0，3 2 4，5 9 7円 (予算現額比 93.25 % ) 

差引残額 87，350，123円

上記 K対する年度別財政収支比較については、次表(表 1)に示す

とおりである。

(表 1) 

年度別財政収支比較表

(単位円・領)

Lバと
49年度との比較

昭和50年度 昭和 49年度 昭和 48年度
増 A 減額 増A滅上路

予 算 額A) 9 4 4，0 0 4，0 0 0 729，1 62，000 5 2 8，7 9 4，0 0 0 2 1 4，8 4 2，0 0 0 29.46 

歳 入 済 額但) 9 6 7，6 7 4，7 2 0 7 52，40 4，76 0 5 2 1，5 69，8 5 6 2 1 5，2 6 9，9 6 0 28.61 

歳 出済額(C) 8 8 0，3 2 4，5 9 7 7 0 3，8 3 4，0 8 9 4 8 6，5 7 0，0 3 7 1 7 6，4 9 0，5 0 8 25.08 

歳入歳出 ト(ωC)) 
差引額侶

87，350，123 48，570，671 34，999，819 38，779，452 79.84 

子実z安質年収上ま支額実繰ω室苦品闘岡i 

。 。 。 。 G 

87，350，123 48，570，671 34，999，819 38，779，452 79.84 

48，570，671 34，999，819 34，600，571 13，570，852 38.77 

収支群l
38，779，452 1 3，570，852 399，248 25，208，600 185.76 

102.51 103.19 9-8.63 一 一ih×100 93.25 96.53 92.02 一

これを前年度との比較をみると予算額で 29.46 %、歳入で 28.61%、

歳出で 25.08%とそれぞれ増加している。また本年度の単年度収支額

をみると、前年度の 13.570，852 円に比較し 185.76%、金額にして

25，208，600円の伸びとなっている。
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(表 2 ) 

(歳入)

ア 歳入決算額状況について

歳入決算額を年度別に比較してみると、 次表(表 2) vc示すとお

りである。

年度別歳入決算額比較表

(単位円・%)

~OCJJU 対 49年度比較
昭和 50年度 昭和 49年度 昭和 48年度

増比ム滅率増ム減額

1.国民健康保険税 248，784，500 197，974，730 163，007β00 50，809，770 25.66 

2.国庫支出 金 483，531，613 3 78，5 18，7 4 9 264，435，178 105β12β64 27.74 I 

3.都支

4.繰 入

5.繰 越

6.諸 収

メ口入

出 金 81ρ33，662 60，826，940 40，757，719 20，206，722 33.22 I 

金 100，000ρ00 75，617，000 16β73ρ00 34，383ρ00 22.25 

金 48，570，671 34，999，819 34，600，571 13，5 7 0，852 38.77 

入 5，754，274 4，467，522 1β95，588 1，286，752 28.80 

計 967，674，720 752，404，760 521，569，856 215，2 6 9，9 6 0 28.61 

増加率の高いのは繰越金の 38.77%で、これに次ぐのが都支出金

である。また国民健康保険税の増加率が最も低く 25.66%となって

いる。繰越金については前年度と同様、高率な増加で繰越されてい

る。これは本年度医療費の値上げが実施されなかったことに因り、

止むを得ないものと判断するも予算の執行に当っては、常に綿密な

資金計画を立て、それK基づいて実施する等今後なお一層の努力を

望むものである。

イ 国民健康保険税の収納状況

国民健康保険税の収納状況は、次表(表 3)に示すとおりである。
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(表 3 ) 

年度別国民健康保険税収納伏況

(単位円・%)

~竺! 昭和 50年度 昭和 49年度 昭和 48年度

予

算

額

調

定

額

収

入

済
額

徴

収

率

現年度分 2 3 1，7 9 2，00 0 1 8 2，30 4，0 0 0 1 57，6 77，000 

滞納繰 越 分 11.382，000 7，183，000 4，849，000 

計 243，1 74，0 J 0 1 89，487，000 1 62，526，000 

現年度分 2 4 9，8 6 4，5 30 20 0，11 7，790 1 65，27 3，7 6 0 

滞納繰越分 1 2，999，570 10，234，300 7，296，780 

計 2 6 2，8 6 4，1 0 0 2 1 0，3 5 2，0 9 0 1 7 2，5 7 0，5 4 0 

現年度分 237，0 86，870 189，11 4，200 157，698，430 

滞納 繰 越 分 11，697，630 8，860，530 5，309，370 

計 2 4 8， 7 8 4，5 0 0 197，974，730 163.007，800 

現 年度 分 102.28 103.74 100.01 

滞納繰越分 102.77 123.35 109.49 

計 1 02.31 104.48 100.30 

現年度分 94.89 94.50 95.42 

滞納 繰 越 分 89.98 86.58 72.76 

計 94.64 94.1 2 94.4 6 

収入済額は 248，7 8 4，5 0 0円で前年度より 50，809，770円の増加

となっている。調定額 K対する徴収率は前年度より 0.52%伸びて

94.64 %という高率となっている。このことは年間を通しての関係

職員の努力によるものと考えられる。

また本年度の不納欠損額 107，100円は、地方税法第 15条の 7第

4項Kよる執行停止中に同法第 18条第 1項の消滅時効の完成となっ

た 127件 106，800円によるものと、同法第 18条第 1項による消滅

時効の完成となった 1件 300円によるものとであるが、審査の結果

いずれもこれらの処分手続は適法に処理されていることを確認した。
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(表 4) 

(歳出)

ウ 歳出決算額状況について

歳出決算額を年度別に比較してみると、次表(表 4)陀示すとお

りである。

年度別歳出決算額比較表

(単位円・%)

よケ!昭和 50年度
対 49年度比較

昭和 49年度 昭和 48年度
増ム減額 増ム滅比率

1.総 務 費 60，374，975 54，2 42，201 41，058，807 6，132，774 11.31 

2.保険給付費 818，71 9，012 648，561，658 441，515ρ87 170，157，354 2624 

3.保険施設費 。 。3，3 28，138 。
4.公 債 費 。 。 。 。 一

5.諸支 出 金 1，230，610 1030，230 668.005 200，380 19.45 

A口K 計 880，324s97 ~03β34ρ89 486，570，0371176，490，508 25.08 

歳出決算額で増加率の最も高いのは保険給付費で、これに次ぐの

が諸支出金となっている。保険給付費は本会計歳出総額の 93%を

占めており、前年度より 170，1 5 7，3 54円の増加となっている。

エ 療養諸費の年度別比較について

療養諸費について最近 3カ年聞を比較してみると、次表(表 5) 

のとおりである。

なお本年度の療養費等は前年度と比較し、 1世帯当り 14，409円

増加し、 125，40 2円となっており、また 1人当りでは 7，194円の減

少で 31，194円となり、 1回の受診に 8，081円を要している。また

次表でもわかるように、費用額は 1年聞に 124.28婦の上昇となっ

てL、る 。
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(表 5) 

年度別療養費用等比較表

Lよご竺 昭和 50年度 昭和 49年度
対 49年度比較

増ム減額 増ム滅比率

世 帯 数 (年間平均) 8，714 7，922 792 10.00 

被保険者数 〈年間平均) 24，863 22，905 1，958 8.55 I 

~乙4 き日J占~ 率 553.33 544.97 8.36 1.53 

コエ笠乙令 ヰE正予ふ，、 件 数 135，222 1 24，827 1 0，395 8.33 

費 用 額 1，0 9 2，75 3，7 5 8 87 9，289，3 96 2 1 3，4 6 4，3 6 2 24.28 

内 1件当り費用額 8，081 6，982 1，099 15.74 

1世帯当り費用額 125，402 11 0，993 1 4，4 09 12.98 

訳 1人当り費用額 31，194 38，388 ム7，194 全8.74

結核予防法等負担金 7，595，9 11 4，047，144 3，548，767 87.69 

保 険 者 負 担分 7 60，40 0，6 1 9 6 1 5，5 0 2，5 7 7 144，898，042 23.54 

内 1世帯当り負担分 87，262 77，695 9，567 1 2.31 

訳 1人 当り 負担分 30，584 26，871 3，713 13.82 

(注) 費用額とは、国民健康保険被保険者の医療K要した費用の額とその審査に要した

審査支払手数料の合算額

2. 都市計画事業特別会計

(1) 歳入歳出決算額に ついて

本年度 における歳入歳出決算額は次 のとおり である。

歳入決算額 477，035，604 円 (予算現額比 100.00% ) 

歳出決算額 3 16，75 1，1 67 円 (予算現額比 66.40 % ) 

差 引残額 1 6 0，2 8 4，4 3 7 円

ア 歳入決算額状況について

歳入決算額を年度別に比較してみると次表(表 6)に示すとおり

である。

つム】A
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(表 6) 

年度別歳入決算額比較表

(単位円・%)

(孟寸昭和 50年度
対 49年度比較

昭和 49年度 昭和 48年度
増ム減額 増必或比率

繰 入 金 200，500ρ00 76，711ρ00 201，436ρ00 123，789ρ00 161.37 

国庫支出金 。 。95，532，579 。 一

都支出金| 555，000 235，000 。 320ρ00 13617 

繰 越

諸 収

メに弘1、 計

金 78，624，651 97，366，612 320，973，509 ム18，741，961 ム19.25

入 197，355，953 29 1，2 30，841 28，035，936 ム93，874β88ム3223

477，035，604 465，543，453 645，978，024 11，492，151 2.47 

歳入決算額は前年度より 2.47%の増となっている。

款別では繰入金が 161.37 %という大幅な増加となっているが、

その反面には諸収入の 32.23%が減少となっている。本年度の諸収

入 19 7，3 55，95 3円の主な財源は神明上土地区画整理内の保留地12

区画 1，952m
2
1(C係る処分金であり、その処分方法、手続等について

も審査の結果、適法 K処理されていることが認められた。

イ 歳出決算額状況Kついて

歳出決算額を年度別に比較してみると次表(表 7)のとおりであ

る。
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(表 7) 

よそ11
一般管理費 !

区画整理総務費 :

審議会 費 l

事業 費 !

i清算事務 |

合計 |

年度別歳出決算額比較表

昭和 50年度 !昭和 49年度 4

(単位円・%)

対 49年度比較

増 心減額|増ム減比率

竺型企461 29.9~J 
4 7. ~ 5 1，732 i 11 9.34 I 

49，0 1 1，1 87 : 唱

i

p

o

a
-
Q
d
 

1

一
2

，
』
，

T
A

一
泊
当

官

i

一

d-

ヴ
4

一
0
0

'E

，
 

巧

t

一
Q
u

q
o
一
q
o8 7，3 9 6，0 28 I 

48 3，400 i 4 6 8，500 ， 1 4，900 3.幻18

178， 62 仏"仰8印86 | 2 9刊刊叩6ιω，β05仰 41 全1 7 ， 4 2 0 ， 4 2 8 i ム39.66 

ω 仏ω附6“66i 1似 生 “ 仰5日51iム1川 3，88川88附8訂51ム90.42

3川1凶6ι印6，75日751日1山 7吐L山，91仰 21川ム幻7山別51ム叫川1凶8.13

歳出決算額は前年度に比し 18.13%の減少となっている。

款別では、一般管理費の 29.96% 、区画整理総務費の 119.34%

がそれぞれ増加し、一方事業費 の 39.66%、清算事務費の 90.42%

がそれぞれ減少となっている。事業費の減少Kついては、 前年度四

ツ谷下土地区画整理事業が完工したこと、およ び神明上土地区画整

理事業が本年度事業費全体の 74.03%の執行率に止まったことがそ

の主な要因となっている。特に神明上土地区画整理事業については、

過去の平山台、四ツ谷下土地区画整理事業 とは異なった特殊事情の

ある地域の事業施行が包合されているため、今後における事業運営

K当っては適切な指導と公正にして厳正な態度で住民の 負託 に応え

早期完成に意を用いるよう切望するものである。

3. 下水道事業特別会計

(1) 歳入歳出決算額について

本年度 における歳入歳出 決算額 は、 次の とお りである。

歳入決算額

歳出決算額

差 引残額

80，638，541円 (予算現額比 100.00% ) 

76，-119.001円 (予算現額比 94.73 % ) 

4，21 9，540円
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(表 8) 

ア 歳入決算額状況Kついて

歳入決算額を年度別代比較してみると次表(表 8)に示すとおり

である。

年度別歳入決算額比較表

(単位円・%)

孟41昭和 50年度 昭和 49年度
対 49年度比率

増 ム 減額 増必武比率

」

使用料及び手数料 14，281，419 1 3，77 2，566 508，853 3.69 

繰

繰

諸

市

A仁コ、

入 金 63，611，000 69，665，000 ム6，054，000 ム8.69

越 金 2，61 4，092 64 1，258 1，972，834 307.65 

収 入 1 32，030 231，227 ム99，197 ム42.90

{責 。 。 。
計 8 0，6 3 8，5 4 1 I 8 4，3 1 0，0 5 1 ム3，671，510 ム4.35

前年度に比較し繰越金は 307.65%、 1，972，834円の増加となり、

諸収入は 42.90%、 99，197円の減少となっている。

また繰入金については 8.69%、 6，054，000円の減少である。

歳入決算総額では 4.35%、 3，671，510円の減少となっている。

イ 歳出決算額状況について

歳出決算額を年度別 K比較してみると、次表(表 9)のとおりで

ある。
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(表 9) 

年度別歳出決算額比較表

(単位円・%)

よ与を
対 49年度比較

昭和 50年度 昭和 49年度
増 ム 減額 増ム滅比率

下水道総務費 46，247，607 43，952，11 4 2，295，493 5.22 

下水道 処 理費 21，3 1 1，844 28，692，775 ム7，380，931 ム25.72

ノ~、• 債

l口b、

費 8，859，550 9，051，070 ム19 1，520 ム2.12 

計 76，41 9，001 81，695，959 ム5，276，958 ム6.46 

本年度下水道総務費の主な支出は、人件費を除いては都への下水

道使用料金の徴収事務委託金 7，651，000円と下水道事業所の夜間業

務委託金の 7，44 0，0 0 0円とである。下水道使用料金の徴収事務委託

金については、 別途市の受託水道会計 K誤りな く確実に振替えられ

収入されてい ることを確認した。

下水道処理費に つい ては、前年度 より 25.72%、 7，380，931円の

減少 となっているが特記すべき事項はなL、。

公債費の元金および利子償還Kついては 、いずれ も指定期限内 に

支出していることを認めた。

4. 受託水道事業特別会計

(1) 経費支出の根拠について

本事業に よる経費は「東京都水道事業の事務の委託に関する規約」

の実施細則第 16条の定めにより行なわれているものである。

(2) 歳入歳出決算額 Kついて

本年度Kおける歳入歳出決算額は次のとおりである。

歳入決算額 7 47，284，95 4円 (予算現額比 96.92%) 

歳出決算額 7 47，284，9 54円 (予算現額比 96.92% ) 

差引残額 0円

(1)の規約により四半期ごとの概算払により交付を受け、その都度清
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(表 10) 

算を行なっているため差引残額は O円となっている。

ア 歳入決算額について

歳入決算額は、東京都より受託水道事業収入ということで交付さ

れており、決算額で 747，284，954円を計上している。

歳入の構成は、管理収入 315，972，224円(42.28 % )、建設工

事収入 41 5，2 9 3，4 8 0円(55.58 % )、雑入 16，019，250円(2.14%) 

となっている。

イ 歳出決算額 Kついて

歳出決算額の科目別執行状況は、次表(表 10) VL示すとおりで

ある。

歳出決算額科目別執行状況

(単位円・%)

科 自 金 額 構成比

受託水道事業費 74 7，2 84，9 54 100.00 

水 道管理費 327，87 1，996 43.88 

浄 水 費 1 39，97 4，0 9 8 18.73 

配 水 費 47，887，798 6.4 1 I 

給 水 費 32，868，702 4.4 0 

受託事業費 1 1，625，33 4 

業 務 費 95，5 1 6，064 12.78 

建設改良費 4 1 9，4 1 2，9 5 8 56.12 

水道改良 費 51，748，210 6.92 

. 
水道 建設費 367，664，748 49.20 
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第 5. 財産に関する調書

ノ~ょ、. 

有

財

産

物

品

基

金

本年度末現在における財産 K関する調書については、地方自治法施行規

則第 16条別記に定められた様式に従って作成されており、その計数につ

いては関係諸帳簿と照合した結果、誤りはないものと認められた。

なお、本年度末現在における状況はつぎのとおりである。

財産の現在高

区 分 現昭和 50在年度末高 現昭和 4在9年度末高 増 ム滅

土 地(地積) 7 25，296.8 8m2 709，158.09m2 1 6，1 3 8. 79m2 

建 木 造(延面積) 1 7，027.1 3m2 1 6，9 6 6.4 1m2 60.72m2 

非木造(延面積) 1 47，256.3 6rre 139，81 7.8 7m2 7，438.49m2 

物 計 1 6 4，2 8 3.4 9m2 1 5 6，7 8 4.2 8m2 7，499.21m2 

有 価 証 券 7，240千円 9，520千円 ム2，280千円

出資 によ る 権 利 6，1 1 6千円 6，1 1 6干円 0干円

自 動 車 100台 90台 10台

自動車以外の物品で1品目の
60件 -45件 15件

取得価格50万円以上のもの

債 権 1 9，1 73千円 13，728千円 5，445千円

用 口口口 調 達基金 6，000千円 6，000千円 0干円

土 地 開 発 基 金 364，31 9千円 342，022千円 22，297千円

国民年金印紙調達基金 10，000千円 1 0，000千円 O千円

庁 益仁司詮 建 設 基金 35 2，788千円 329，962千円 22，826干円
」 ー
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1. 土地について

土地の増については、本年度の買収などによる面積 30，630.5 6m2から

売払い等 Kよる面積 14，4 91.77 m2を差ヲI¥，、た面積である。

2. 建物について

木造分の増については、三沢台地区センター(寄付によるもの)およ

び高幡地区センタ一新設分の面積から公益質屋の取りとわし分を差引 L、

た面積であり、非木造分の増については、高幡市営住宅、百草台保育園

などの新設分および小中学校 3校分の増設等の総面積増 7，504.74m2から

高幡台集会場の取りこわし面積減との差である。

3. 有価証券について

この有価証券は、電話加入 Kよる引受債券である。

本年度の 2，280.000円の滅は、本年度中の新規引受額 350，000 円か

ら従前の引受債券の処分額 2，630，000円の差による。

4. 出資による権利について

出資Kよる権利については、東京都農業信用基金協会出資証券ほか 3

件 6，116，000円の保有K係るものである。本年度の出資増、出資減は O

円であり異動は見られない。

5. 物品について

自動車 10台の増は、本年度新規購入の 13台による増と不用物品の

2台分の廃車による滅および記載誤謬による 1台滅の増減差である。

また、自動車以外の物品で一品目の取得価格が 50万円以上のものの

1 5件 K よる増は、デュプロ印刷機など 15件の新規購入分と他 VL1件

の品目変更による増から 1件の廃棄処分による滅を差ヲI¥，、た件数である。

6. 債権について

債権の増については、本年度の生活つなぎ資金および老人居室建築資

金の貸付額 7，345，000円から、東京光の家などの貸付返済額 1，900，000
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円を差51¥，、た額によるものである。

7. 基金について

基 金Kついては、次項(第 7基金の運用状況)を参照されたい。

第6. 基金の運用状況

1. 用品調達基金

(1) 基金の現況

本年度末における基金の績は 6，000，000円(前年度末と同額)であ

る。その内訳(原資)は.預金現在高 5，110，024円、用品在庫高

2，419，647円、未払金 1，529，671円となっている。

(2) 基金の運用状況

本年度中の運用状況はつぎのとおりである。

区 分 運昭和 50用年度中額の 昭運和 49用年度中額の 増&滅比較 | 

年 間 購 入 額 65，510，430円 68，589，391円 ム3，078，961円

年 関 払 出 額 65，946，056円 68，909，721円 ム2，963，665円

購入K対する回転率 約 10.91回 約 11.43回 約 ム0.52回

余 剰 金 1，006円 3，135円 2，129円|

預 金 手U 子 94，839円 63，895円

以上のうち余剰金 1，006円および預金利子 94，839円については、

一般会計の収入となっている。

2. 土地開発基金

(1) 基金の現況

本年度末における本基金の額は 364，31 9，68 0 円(前年度末より

22，297，169円の増)であり、その内訳(原資)は、預金有高で

48，163，212円、土地保有高で 31 6，1 56，468円となっている。
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(2) 基金の運用状況

区 分 運昭和 50用年度中額の 運昭和 49用年度中額の 増ム滅比較

年 間 取 f尋 額 21 1，7 35，0 6 4円 1 1 8，4 4 6，9 0 0円 93，288，164円

年 間 処 分 額 14，025，496円 O円 14，025，496円

取得に対する回転率 約 0.58回 約 0.3 4回 約 0.24回

預 金 利 子 6，302，790円 12，290，511円 ム5，987，721円

以上のうち取得額については、東光寺東公園用地の 8，719，200円と

南平旧都有地内道路敷および残地用地の 203，0 1 5，864円による土地購

入額であり、処分額については南平小代替地の一部用地の土地売払代

金である つ

また預金利子 6，302，790円については、一般会計へ収入されている。

3. 国民年金印紙調達基金

(1) 基金の現況

本年度末 Kおける基金の額は 10，000，000円(前年度末と同額)で

ある。その内訳(原資)は、預金現在高で 2，739，810円、国民年金印

紙有高で 7，260，190円となっている。

(2) 基金の運用状況

本年度中の運用状況は、つぎのとおりである。

区 分 運昭和 50用年度中額の 運昭和 49用年度中額の 増ム減比較

年 間 購 入 額 221，730，000円 1 6 0，0 1 0，0 0 0円 61，720，000円

年間売 捌 き額 21 5，111，420円 161，584，500円 53，52.6，920円

購入に対する回転率 約 22.1回 約 1 6.0回 約 6.1回

7貢 金 手リ 子 147，985円 21 2，31 8円 ム 64，333円

ー-----'--
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なお、この表でわかるように本年度の基金回転率は、前年度に比し

約 6.1回転(38.1 3 % )の増加となっている。事務の効率的見地から

基金の額に ついて 、見直す必要があると思われる。

預金利子 147，985円については、一般会計の収入となっている。

4. 庁舎建設基金

本年度末Kおける基金の額は、 35 2，7 8 8，3 6 9円で前年度末より

22，825，956円の増 とな っている 。

これは本年度 中に一般会計からの 19 0，8 2 5，9 5 6 円の積立てが行われ

たことと、新庁舎建設費支払資金のため 16 8，0 0 0，0 0 0円が取り くずしと

なり、一般会計への繰出しが行われたことによるものである。
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